
今、下関市立大学で起こっていること 

（2020年度 単位組合連絡委員会特別報告） 

 

「市長の鶴の一声で大学運営はねじ曲げられた」 

 3月 28日に、全国公立大学教職員組合連合会（公大連）の単位組合連絡会議が開催され、ジャ

ーナリストの田中圭太郎氏が、「公立大学のガバナンス問題と教育・研究・自治の破壊」と題され

た特別報告を行いました。下関市立大学で、どんなことが起こっているか、詳しく報告されまし

た。 

 2019年 5月 30日に、前田晋太郎下関市長が、市長応接室に下関市立大学の経営理事と管理職教

員を招集し、特別支援教育の専攻科設置と新教員の登用を持ちかけたのが、発端です。同年 6月 6

日に法人理事長から、特別支援教育専攻科新設と A教授と市に門下生を含む３名の採用予定が説

明され、6月 28日には、経営審議会で専攻科人事の内定を決定しました。研究教育審議会では、

定款や法令に違反しているとして大多数の委員が欠席するなど、それまでの教員採用プロセスを

無視した決定が行われたのです。 

「大多数の教員の意思も、文科省からの警告も無視し理事会に権力集中」 

９割にあたる 51名の教員が「専攻科設置に反対する署名」を理事長に提出するとともに、6月 27

日に文部科学省に対して、採用教員の業績審査や教授会への意見聴取が行われておらず、定款や

規約違反であることを訴え、文部科学省は調査を約束し、8月 7日に下関市立大学に対して、高等

教育局大学振興課から「教授会に対する意見聴取を経すに゙採用内定とすることについては、貴学

の学内規程に則らない手続となっているおそれかあ゙る」との助言が発せられました。しかし、法

人は文部科学省からの助言の存在を否定し、無視する態度を取りました。 

 9月の下関市議会では、専攻科採用人事は、市長が意向を示し、学長と理事長が教授会審議を経

ずに決定したことは事実であると総務部長が認めました。定款を審議する県議会では、文部科学

省や下関市の動向を見守るとの態度をとっています。こうした議会の動向を踏まえ、下関市当局

は、ルール違反を正当化するため、教員の人事権と懲戒権を教育研究審議会から理事会に移行す

る定款の変更を提案し、決定しました。 

 特別支援専攻科の A教授は、採用前に外部理事に就任し、採用後は副学長として、「経営理

事」「教員懲戒委員会委員長」やハラスメント相談を含む「相談支援センター支援統括責任者」

に就任し、権勢をふるっています。 

「学校教育法改悪で今やどの大学でも起こりうる権力構造に」 

下関市立大学は、経済学部のみの単科大学です。A教授の採用に反対した当時の学部長や副学部長

に対して、副学長に就任した A教授は「プライバシー侵害」や「名誉毀損」を理由に損害賠償を

求める民事訴訟を起こしています。こうした動きを 2020年 10月 18日に大分大学で行われたシン

ポジウムで報告した飯塚経済学部長を数日後に解任するという事態も起こりました。 

 学校教育法改正により、教授会が「大学の重要な事項を審議する機関」から、「学長に意見を述

べる」機関へと変貌する中で、学長や理事会がトップダウンで教員人事や教育内容を徹底する事

例が起こっていますが、下関市立大学のケースでは、市長の意向が学長や理事会を通してストレ

ートに反映されるという異常事態です。法令や学内規則を無視したことを正当化するために、定

款の変更まで行うなど、一地方の公立大学の問題として放置し見過ごすことのできない問題であ

ると田中圭太郎氏は述べています。 


